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 本報告資料については、今定例会の付議事件を踏まえ、次のような課題認

識により作成している。 

 

・「子どもの育ち」に対する地域コミュニティによる支援 

安心して子どもを生み育てられる環境を実現するためには、地域社会の

全ての構成員が、子どもの育ちや子育ての重要性に対する関心と理解を深

め、子どもと子育て家庭を応援する社会を構築していくことが必要である。  

そのためには、基盤となる地域コミュニティによる支援が不可欠である。 

 

・持続可能な地域コミュニティの維持に繋がる「子どもの育ち」への支援 

将来にわたって持続可能な地域コミュニティを維持していくためには、

それを支える人材が欠かせないところである。そのためには、地域コミュ

ニティを支える人材となりうる「子どもの育ち」への支援が不可欠である。  
  

 

１ 児童虐待対策について 

(1) 児童相談所における児童虐待対応件数の推移 

県内の児童相談所における児童虐待相談対応件数は増加傾向にあり、

平成30年度は過去最多となる17,272件となっている。 

また、平成30年度の相談内容では、心理的虐待が最も多い割合を占め

ており、次いで身体的虐待、保護の怠慢・拒否となっている。 

 

■児童相談所における児童虐待に関する相談対応件数の推移（全国、神奈川県） 
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■児童虐待相談対応件数の推移（内容別）（神奈川県 平成 30 年度） 

身体的虐待 
保護の怠慢 

ないし拒否 
心理的虐待 性的虐待 合計 

3,697 件 

（21.4％） 

3,420 件 

（19.8％） 

9,948 件 

（57.6％） 

207 件 

（1.2％） 

17,272 件 

（100％） 

 

(2) これまでの本県の主な取組み 

ア 児童相談所の体制の強化 

平成28年の児童福祉法の改正、平成30年に国が示した児童虐待防止

対策体制総合強化プラン等を踏まえ、増加する児童虐待相談に迅速・

的確に対応するため、児童福祉司等専門職の増員、職員の人材確保・

育成等に取り組んでいる。 

・ 児童福祉司の増員 

・ 非常勤弁護士配置による法的支援の強化 

・ 市町村支援、里親養育支援の充実 

・ 職員の研修等人材育成の充実 

 

イ 市町村や関係機関との連携強化の推進 

市町村が設置する「要保護児童対策地域協議会」を中心に警察、学

校や保育所、医療機関等関係機関との連携を強化し、虐待の早期発

見・早期対応に取り組んでいる。 

・ 要保護児童対策地域協議会における情報共有・連携強化 

・ 警察との全件情報共有の実施 

・ ＤＶ支援機関との連携 

・ 転居した場合の情報共有等ルールの徹底 

 

ウ 家庭的養護の推進 

平成27年３月に「神奈川県家庭的養護推進計画」を策定し、被虐待

児など保護者の適切な養育を受けられない子どもをできる限り家庭的

な環境で養育する家庭的養護の推進に取り組んでいる。 

  ・ 里親センターの設置 

・ 施設の小規模化及び地域分散化の促進 

・ 子ども自立生活支援センターの設置等による専門的ケアの充実 

  ・ あすなろサポートステーションによる自立支援 
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(3) 「神奈川県家庭的養護推進計画」改定素案について 

ア 改定の概要 

(ｱ) 改定の趣旨 

県では、里親等への委託の推進や児童養護施設等の小規模化・地

域分散化等の家庭的養護を推進するため、「神奈川県家庭的養護推

進計画」を平成27年３月に策定した。 

その後、平成28年の児童福祉法等の改正の理念のもと、平成29年

８月にまとめられた「新しい社会的養育ビジョン」の趣旨を踏まえ

た「『都道府県社会的養育推進計画』の策定について」（平成30年

７月６日付け厚生労働省子ども家庭局長通知）に基づき、「神奈川

県社会的養育推進計画」と名称変更し、現計画を改定する。 

(ｲ) 計画の位置付け   

県の総合計画である「かながわグランドデザイン」を補完する、

特定課題に対応した個別計画とする。 

(ｳ) 計画期間 

令和２年度から令和11年度までの10年間とし、前期（令和２～

６年度）、後期（令和７～11年度）に区分する。 

(ｴ) 対象区域 

県所管域（政令指定都市及び児童相談所設置市を除く。）とする。 

なお、政令指定都市及び児童相談所設置市と連携・調整してまと

める。 

(ｵ) 計画改定の考え方とポイント 

ａ 平成 28 年の児童福祉法改正において明確にされた「子どもが

権利の主体である」という理念のもと、子どもの権利を守り、心

身ともに健やかに育成するために、家庭的養護の推進にとどまら

ず、家庭への養育支援から代替養育、自立支援に至るまで、一連

の取組みを含めた計画とする。 

ｂ 「新しい社会的養育ビジョン」で示された、児童相談所の機能

強化、里親委託の推進、施設の小規模化や多機能化等を盛り込ん

だ内容とする。 

 

イ 改定計画素案の概要 

(ｱ) はじめに 

ａ 計画改定の趣旨 

ｂ 計画の位置付け 

ｃ 計画期間 

ｄ 対象地域 
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(ｲ) 本県の子どもを取り巻く状況 

ａ 少子化の進行 

ｂ 課題を抱える子どもたち 

ｃ 県所管域の社会的養護の状況 

(ｳ) 社会的養育の体制整備の基本方向と全体像 

ａ 基本方向 

ｂ 全体像 

(ｴ) 代替養育の需要量と供給量 

ａ 現況 

ｂ  代替養育を必要とする子ども数（需要量） 

ｃ  里親等の供給量 

ｄ 乳児院・児童養護施設等の供給量 

(ｵ)  取組みの方向（４つの柱） 

ａ 子どもの権利擁護の推進 

ｂ  子どもと家庭を地域で支援する取組みの推進 

ｃ  家庭と同様の環境における養育の推進 

ｄ 代替養育を経験した子どもの自立支援の推進 

(ｶ) 具体的な取組み  

ａ 子どもの権利擁護の推進 

(a) 子どもの意思形成と意見表明のための支援 

(b) 子どもの意見を聴き、代弁する支援 

(c) 子どもへの虐待の禁止の徹底 

ｂ 子どもと家庭を地域で支援する取組みの推進 

(a) 児童相談所の体制強化と関係機関との連携強化 

(b) 子どもの権利が守られ適切なケアを提供する一時保護 

(c) 市町村の子ども家庭相談体制の強化に向けた支援 

(d) 乳児院における子ども家庭支援の新たな展開 

ｃ 家庭と同様の環境における養育の推進 

(a) 里親等への委託の推進 

     (b) 児童養護施設等の高機能化等 

(c) 子どものパーマネンシーを保障する支援体制の構築 

ｄ 代替養育を経験した子どもの自立支援の推進 

(a) 代替養育を経験した子どもの自立支援ニーズの把握と支援 

(b) 成人期へつなぐ子どもの自立支援の推進 

(ｷ) 計画の進捗管理・評価 
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ウ 今後のスケジュール 

令和元年12月～令和２年１月  

改定素案について県民意見募集（パブリック・コメン

ト）を実施 

令和２年２月 児童福祉審議会（施設里親部会・権利擁護部会合同開

催）での審議 

第１回県議会定例会厚生常任委員会に改定案を報告 

     ３月 児童福祉審議会において改定案を報告 

        改定計画の決定  

  

＜別添参考資料＞ 

 参考資料１ 「神奈川県社会的養育推進計画」改定素案 
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２ いじめ等への対策について  

(1) 平成30年度 神奈川県児童･生徒の問題行動等調査結果について 

ア 調査の概要 

(ｱ) 目的 

いじめ・暴力など児童・生徒の問題行動や不登校等について、児

童・生徒指導上の取組みを一層充実させるとともに、児童・生徒の

問題行動等の未然防止や早期発見、早期対応につなげるため、文部

科学省の調査に基づき、「神奈川県児童・生徒の問題行動等調査」

を毎年度実施している。 

(ｲ) 調査対象 

県内公私立小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校、高等

学校及び特別支援学校の全校 

(ｳ) 集計方法 

平成30年度に発生した内容について、各公立学校は県教育委員会

が、各私立学校は福祉子どもみらい局が集計し、文部科学省に報告

した。 

なお、結果の公表にあたっては、義務教育学校の１学年から６学

年までは「小学校」に、義務教育学校の７学年から９学年まで及び

中等教育学校の前期課程は「中学校」に、また、中等教育学校の後

期課程は「高等学校」に、それぞれ含まれる。 

 

イ 公立学校の調査結果 

(ｱ) いじめについて 

平成30年度、公立小・中・高・特別支援学校において、前年度よ

り5,109件多い、25,106件のいじめを認知した。内訳は、小学校で

4,475件の増加、中学校で754件の増加、高等学校で38件の減少、特

別支援学校で82件の減少であった。（【図１】参照） 

小学校におけるいじめ認知件数の増加については、いじめを初期

段階のものも含めて積極的に認知した結果と捉えられる一方、児童

全体の傾向として、「自分の思いを伝え相手の思いを受け止めるこ

とができる」や「暴力に至る前にトラブルを回避・解決できる」等

のコミュニケーションスキルや自分の感情をコントロールするスキ

ル等が、児童に十分に身に付いていないことが一因と挙げられる。 

なお、いじめの「重大事態」の発生件数は、前年度から３件減少

の21件（小10件、中11件）であった。 
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次に、いじめの解消状況について、今回、本県独自の調査項目と

して、従来の年度末時点でのいじめの「解消率」に加え、新たに、

次年度の７月19日時点での「解消率」を設けたところ、それぞれの

時点での「解消率」は【図２】のとおりであった。 

各学校において、年度を越えて、情報を引き継ぎながら、解消に

向けた指導・支援、見守りを続けた結果と捉えられる。解消してい

ないいじめへの取組みとともに、いじめが解消したとみなした後も、

引き続き関係の児童・生徒の様子を見守っていくことが重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図１】いじめの認知件数の推移（公立小・中・高・特別支援学校） 

【図２】いじめが解消している割合 

(％) 
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(ｲ) 暴力行為について 

公立小・中・高等学校における平成30年度の暴力行為の発生件数

は、前年度より594件増加し10,007件であった。内訳は、小学校で

497件の増加、中学校で13件の増加、高等学校で84件の増加であっ

た。（【図３】参照） 

小学校における暴力行為の発生件数の増加については、いじめと

同様に、児童のコミュニケーションスキルや、自分の感情をコント

ロールするスキル等が身に付いていない傾向が強まっていることが

一因と考えられる。 

 

【図３】暴力行為の発生件数の推移（公立小・中・高等学校） 

 

 

次に、「学年別加害児童・生徒数」を見ると、小学校３年生、４

年生で暴力行為が大きく増加している。（【図４】参照） 

また、参考として「学年別のいじめ認知件数」を見ると、小学校

３年生から５年生が、認知件数の最も多い学年となっている。

（【図５】参照） 
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【図４】暴力行為の学年別加害児童・生徒数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【図５】学年別いじめ認知件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校３、４年生は、少しずつ自分のことを客観的に捉えられる

ようになるが、発達の個人差がまだ見られるため、他者と比較する

中で、自己に対する肯定的な意識をもてず、劣等感をもちやすくな

るといった時期といわれている。また、この時期には、集団活動に

参加する中で、集団のルールの意義を理解し、自分たちで主体的に

ルールを作り、守るようになるともいわれている。 

他者と人間関係を築いていくことを学ぶこの時期に、自分の存在

を大切に思う自己肯定感の醸成を心がけるとともに、自分の思いを

伝え、相手の思いを受け止めることができるコミュニケーションス

キルや、自分の感情をコントロールするスキル等について、重点的

に指導することが重要である。 

(件) 
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(ｳ) 長期欠席・不登校について（公立小・中学校） 

公立小・中学校における長期欠席者数は、前年度より1,480人増

加し17,427人、長期欠席者のうち、不登校児童・生徒数は、前年度

より884人増加し12,594人であった。（【図６】参照） 

「不登校は問題行動ではないこと」「適度な休養の必要性」等の

「義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等

に関する法律（以下、「教育機会確保法」という。）」の趣旨を踏

まえ、学校が欠席理由を不登校と積極的に捉えるとともに、不登校

児童・生徒は環境によって誰にでも起こり得ることとし、「学校に

登校する」という結果のみを目標にするのではなく、将来の社会的

自立に向けて、家庭や関係機関等と連携し、多様な支援を行うよう

になったことが増加の一因と考えられる。 

 

【図６】理由別長期欠席者（年度間に通算30日以上欠席した児童・生徒）数 

の推移（公立小・中学校） 

 

 

平成30年度、学校外の専門機関や、民間団体等で相談・指導等を

受けている不登校児童・生徒数が増加している。（【図７】参照） 

中でも、教育支援センター等の教育分野の相談機関に加えて、病

院、診療所等の医療機関や、児童相談所、保健所等の福祉機関で相

(人) 
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談・指導を受けた人数が大きく増加した。 

発達に関する相談や起立性調節障害等に関する受診、家庭環境の

課題への対応など、不登校の要因が多様化する中、今後も、学校と

医療・福祉等がより連携を深め、協働で支援を行うことが重要であ

る。 

また、「教育機会確保法」では、不登校の児童・生徒に対する、

「学校以外の場での多様で適切な学習活動の重要性」が示された。

学校が、今後もフリースクール等との連携をより一層深め、一人ひ

とりの社会的自立に向けて協働で支援を行うことが重要である。 

 

【図７】相談・指導等を受けた学校外の相談機関等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(ｴ) 長期欠席・不登校について（公立高等学校） 

公立高等学校における長期欠席者数については6,920人となり、

前年度より451人減少した。うち不登校生徒数は2,705人(長期欠席

者の39.1％)で、前年度より268人増加した。（【図８】参照） 

 

【図８】理由別長期欠席者数の推移（公立高等学校全日制・定時制合計） 
(人) 
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ウ 全国における本県の状況について（国・公・私立学校） 

(ｱ) いじめ（小・中・高・特） 

認知件数６番目：1,000人あたりの件数31番目 

＜前年度認知件数５番目：1,000人あたり28番目＞ 

(ｲ) 暴力行為（小・中・高）  

発生件数１番目：1,000人あたりの件数３番目 

    ＜前年度発生件数１番目：1,000人あたり２番目＞ 

(ｳ) 不登校（小・中）    

児童･生徒数２番目：1,000人あたりの人数７番目 

＜前年度児童･生徒数２番目：1,000人あたり３番目＞ 

(ｴ) 不登校（高校）       

生徒数３番目：1,000人あたりの人数23番目 

＜前年度生徒数３番目：1,000人あたり21番目＞ 

 

(2) 県教育委員会の主な取組み 

いじめ・暴力行為及び不登校への対策として、主に次の事業等のより

一層の推進を図る。 

 

ア  かながわ元気な学校ネットワークの推進  （平成23年度～） 

産･官･学･民からの委員で構成する「かながわ元気な学校ネットワ

ーク推進会議」(平成23年８月設置)を推進母体に、「魅力ある学校づ

くり推進プロジェクト」等に取り組むことにより、子どもたちに加え、

教職員・保護者、さらに地域の人たちも元気にするような学校づくり

を推進する。 

 

イ 「かながわ子どもスマイル（SMILE）ウェーブ」の展開 

                      （平成23年度～） 

平成24年３月に開催した「かながわ元気な学校づくり全県生徒代表

総会」を契機として、県内の各地域で大人が子どもの育ちに関心をも

ち、積極的に子どもと関わりを深めるため、「地域フォーラム」を展

開する。 

 

ウ  かながわ「いのちの授業」の推進      （平成24年度～） 

「いのち」のかけがえのなさ、夢や希望をもって生きることの大切

さ、人への思いやりなど、「いのち」や他者との関わりを大切に、子

どもたちにあらゆる人がかかわって百万通りの「いのちの授業」を展

開し、心ふれあう教育の推進を図る。 
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エ 学級経営支援事業            （平成27年度～） 

小学校において、経験豊かな退職教員を非常勤講師として派遣し、

課題を抱える児童や学級に対し、継続的指導・支援を行い、問題行動

等の未然防止や学力向上の基盤となる学級経営の充実を図る。 

 

オ 教育相談等の充実 

(ｱ) スクールカウンセラーの配置      （平成７年度～） 

【令和元年度の配置状況】 

小 学 校：中学校に配置のスクールカウンセラーが対応 

   中 学 校：全中学校に配置（政令市は独自に配置） 

     高 等 学 校：82校を拠点として配置  

全県立高等学校及び中等教育学校に対応 

教育事務所：平成27年度からスクールカウンセラーアドバイザー

を配置し、スクールカウンセラーの相談業務を支援 

 

(ｲ) スクールソーシャルワーカーの配置   （平成21年度～） 

【令和元年度の配置状況】 

小・中学校：４教育事務所に配置 

（政令・中核市は独自に配置） 

     高 等 学 校：30校を拠点として配置 全県立学校に対応 

 

(ｳ) 教育相談コーディネーターの養成・配置 （平成16年度～） 

国が示す「特別支援教育コーディネーター」を、県「支援教育」

の理念に基づき養成し、チーム支援の中核を担う役割として、全て

の公立学校に配置 

 

(ｴ) 相談窓口の開設            （平成６年度～） 

総合教育センターに電話相談窓口として「いじめ110番」を開設。

平成18年度からは24時間受付体制を整備し、現在は「24時間子ど

もＳＯＳダイヤル」と名称を変え、対応。 

また、ＳＮＳを活用したいじめ相談を平成30年度から実施し、

「いじめ」を含む子どもたちの様々な相談に対応 
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カ 不登校相談会・進路情報説明会      （平成18年度～） 

県・市町村教育委員会と県内各地のフリースクールやフリースペ

ースとの連携・協働により、不登校で悩む児童・生徒や高校中退者

及びその保護者等を対象に相談会を行い、進路に見通しがもてるよ

うに情報提供し、一人ひとりの社会的自立や学校生活の再開に向け

て支援する。 
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３ 子どもの貧困対策について 

(1) 子どもの貧困の状況 

政府の調査によると、平成 27 年の日本の子どもの貧困率は 13.9％

で、およそ７人に１人の子どもが平均的な生活水準の半分以下で暮らし

ている。 

子どもがいる現役世帯（世帯主が 18 歳以上 65 歳未満の世帯）では、

大人が２人以上の世帯の相対的貧困率が 10.7%であるのに対して、大人

が１人の世帯の相対的貧困率は 50.8%である。 
  

■ [全国] 貧困率の状況（平成 28 年国民生活基礎調査より抜粋） 

 平成 12 年 平成 15 年 平成 18 年 平成 21 年 平成 24 年 平成 27 年 

相対的貧困率 15.3% 14.9% 15.7% 16.0% 16.1% 15.6% 

子どもの貧困率 14.4% 13.7% 14.2% 15.7% 16.3% 13.9% 

子どもがいる現役世帯 13.0% 12.5% 12.2% 14.6% 15.1% 12.9% 

 大人が１人 58.2% 58.7% 54.3% 50.8% 54.6% 50.8% 

大人が２人以上 11.5% 10.5% 10.2% 12.7% 12.4% 10.7% 

貧困線 137 万円 130 万円 127 万円 125 万円 122 万円 122 万円 
 

※所得中央値の一定割合（50％が一般的、いわゆる「貧困線」）を下回る所得しか得ていない者の割合を、

「相対的貧困率」という 

※貧困線（等価可処分所得の中央値の半分）を下回る所得の家庭の子どもの割合を、「子どもの貧困率」という 

※大人とは 18 歳以上の者、子どもは 17 歳以下の者をいい、現役世帯とは世帯主が 18 歳以上 65 歳未満の世帯をいう 

 

(2) 神奈川県子どもの貧困対策推進計画 

子どもの貧困率が悪化を続ける中、平成 25 年６月に「子どもの貧困

対策の推進に関する法律」（以下、「法」という。）が成立し、都道府県

が子どもの貧困対策についての計画を策定することが努力義務とされ

た。 

これを受けて、本県は、平成 27 年３月に「神奈川県子どもの貧困対策

推進計画」（以下、「計画」という。）を策定した。計画期間は、平成 27 年

度からの５年間であり、今年度が現行計画の最終年度となる。 

計画では４つの主要施策を定め、本県の子どもの貧困に関する施策を

展開している。  

ア 教育の支援 

  就学の援助、学資の援助、学習の支援、その他貧困の状況にある子

どもの教育の支援のために必要な措置を講じる。 

 

イ 生活の支援 

  貧困の状況にある子ども及びその保護者に対する生活に関する相談、
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社会との交流の機会の提供、その他貧困の状況にある子どもの生活に

関する支援のために必要な施策を講じる。 

 

ウ 保護者に対する就労の支援 

  貧困の状況にある子どもの保護者に対する職業訓練の実施及び就職

に関する相談等、保護者への就労の支援に関し必要な施策を講じる。 

 

エ 経済的支援 

  各種の手当等の支給、必要な資金の貸付、その他貧困の状況にある

子どもに対する経済的支援のために必要な施策を講じる。 

 

(3) 計画改定の背景 

ア 本県における新たな取組みの検討 

  県が平成 28 年５月に設置した、有識者や子どもを構成員とする「か

ながわ子どもの貧困対策会議」から、社会全体での子どもの貧困対策

への取組みやライフステージに応じた継続的な支援等が平成 30 年３

月に提案された。 

 

イ 社会状況等の変化 

  子どもの貧困が注目されることで、身近な地域で子どもの居場所づ

くりなどの活動が広がってきており、社会全体での取組みを一層促進

するために行政による支援が求められている。 

 

ウ 国による新大綱の策定 

  子どもの貧困対策の一層の推進を図るため、令和元年６月に法が改

正され、基本理念で、子どもの貧困の背景に様々な社会的要因がある

ことを踏まえて対策を推進する必要性があることが明記された。 

法改正を受けて、新たな「子供の貧困対策に関する大綱」の案（以

下、「国の新大綱」という。）が令和元年 11 月に閣議決定され、貧困を

家庭のみの責任とするのではなく、地域や社会全体で課題を解決する

意識が必要であるという方向性が示された。 

   

(4) 「神奈川県子どもの貧困対策推進計画」改定素案について 

ア 改定の概要 

(ｱ) 改定の趣旨 

現行の計画は、計画期間を令和元年度までの５年間としているた
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め、社会的な状況の変化や県民等の意見を踏まえ、改定を行う。 

(ｲ) 計画の位置付け 

・ 法第９条に規定された県における子どもの貧困対策についての

計画とする。 

・ 県の総合計画である「かながわグランドデザイン」を補完する、

特定課題に対応した個別計画とする。 

(ｳ) 計画期間 

令和２年度から令和６年度までの５年間とする。 

(ｴ) 対象区域 

県内全市町村とする。 

(ｵ) 計画改定の考え方とポイント 

ａ 従来から本県が取り組んできた、子どもを社会全体で支援する

機運の醸成については、国の新大綱に新たに盛り込まれたため、

４つの主要施策に加えて、５つ目の主要施策（「社会全体で子ども

の貧困対策に取り組むための基盤づくり」）として計画に位置付け

る。 

【改定計画素案の主要施策】 

１ 教育の支援 

２ 生活の安定に資するための支援 

３ 保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支援 

４ 経済的支援 

５ 社会全体で子どもの貧困対策に取り組むための基盤づくり 

 

ｂ 親の妊娠・出産期から、子どもの青年期、社会的自立に至るま

で、継続的に支援を行う必要があることから、子どものライフス

テージの視点を持って、施策を体系化する。 

ｃ 国の新大綱の指標を踏まえ、子どもの貧困に関する状況を多面

的に捉えるため、指標の見直しを行う。 

 

イ 改定計画素案の概要 

(ｱ) 計画の概要 

ａ 計画改定の趣旨 

ｂ 法改正と新大綱の策定 

ｃ 神奈川県子どもの貧困対策推進計画について 

(a) 基本方針 

(b) 計画の位置付け 
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(c) 対象地域 

(d) 計画期間 

(ｲ) 本県の子どもを取り巻く現状と課題 

ａ 年少人口の減少と少子化 

ｂ 本県の子どもの状況 

ｃ 子どものいる家庭を取り巻く状況 

ｄ 子どもの貧困に係る県民の意識 

ｅ 現状と課題のまとめ 

(ｳ) 子どもの貧困対策に関する施策の方向性 

ａ めざすすがたと基本方向 

ｂ 主要施策 

ｃ 施策の体系とライフステージ 

(ｴ) 課題解決に向けた具体的な取組み 

ａ 教育の支援 

ｂ 生活の安定に資するための支援 

ｃ 保護者に対する職業生活の安定と向上に資するための就労の支

援 

ｄ 経済的支援 

ｅ 社会全体で子どもの貧困対策に取り組むための基盤づくり 

(ｵ) 計画の推進と進捗管理 

ａ 計画の推進 

ｂ 子どもの貧困に関する指標 

(ｶ) 調査研究 

(ｷ) 資料編 

 

ウ 今後のスケジュール 

    令和元年12月～令和２年１月 

 改定素案について県民意見募集（パブリック・コメ

ント）を実施 

令和２年２月 第１回県議会定例会厚生常任委員会に改定計画案を

報告 

３月 改定計画の決定 

 

＜別添参考資料＞ 

 参考資料２ 「神奈川県子どもの貧困対策推進計画」改定素案 


